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研究成果の概要（和文）：本研究ではタイ語や中国語などのいわゆる声調言語の音節構造に関して、音響音声学
的分析を施すとともに、知覚実験を実施した。これらのアプローチを通じて、声調言語の音節構造の音響的特徴
について再検討を施した。また、音節構造に影響を与える子音や母音をさらに下位レベルである弁別素性にまで
分析した。音節構造に関して、弁別素性の音響面からの再検討も試みた。また、それらの成果を応用して、日本
語母語話者の声調言語の習得や、調音や知覚に困難を感じる音節の習得に支援を試みた。

研究成果の概要（英文）：In this study, acoustic-phonetic analysis and perceptual experiments were 
conducted on the syllable structures of so-called tone languages such as Thai and Chinese. Through 
these approaches, the acoustic characteristics of the syllable structure of tone languages were 
re-examined. Consonants and vowels that affect syllable structure were analyzed down to their 
distinctive features. The syllable structure of tone languages was re-examined in terms of the 
acoustic aspects of discriminative features. The results were applied to help native speakers of 
Japanese acquire tone languages and syllables that they have difficulty articulating and listening 
to.

研究分野：音響音声学、応用言語学など

キーワード： 声調言語　音節構造　音響分析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義としては、声調の種類を多く持つ声調言語の母語話者が、母語以外の声調の知覚や認識、弁別におい
て、必ずしも他言語の声調の弁別に対して有利なわけではないことが示唆された。また、音響分析や知覚実験を
通じて、声調言語の記述の枠組みを再検討することができた。社会的意義としては、日本語母語話者の声調言語
の習得に役立つ知見が得られたことである。中国語やタイ語などのいわゆる声調言語を母語とする国々との交流
は今後さらに深まっていくものと想定されるので、日本人学習者の声調言語の習得の支援につながる研究成果は
社会的意義も大きいと言うことができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
(1)  音節の音声学的定義には chest-pulse（胸拍）説や sonority（きこえ）説、内破・外破説、
漸強・漸弱説等があるが、いずれも客観的な裏付けのある定説とはなっておらず、満足のいく定
義はない（Ladefoged, P. and K. Johnson (20157）とされているように、十分に説得力のある定
義はなされず、むしろ、音韻論的な側面からの研究が優先されてきたという学術的背景があった。 
 
(2)  弁別素性に関しても、当初 Jakobson, Fant & Halle(1952)においては、音響的な定義が試
みられていたものの、Chomsky & Halle(1968)の生成音韻論以降は専ら調音的側面から定義さ
れるようになり、音響的側面への記述は充分ではなかった。また、音節と同様に、音韻論的な側
面からの記述が専らになってきた経緯がある。特に、声調に大きく関わる韻律面での弁別素性の
記述や枠組みは充分に展開されてこなかったという学術的背景があった。 
 
２．研究の目的 
(1)  本研究では声調言語の音節の音響的構造に関して、知覚実験を通じたアプローチによる分
析を通じて再検討を試みることを目的としていた。本研究では、音響分析や知覚実験を通じて音
響音声学や聴覚音声学的なアプローチを遂行すると共に、応用言語学的な知見も加味して、声調
言語の音節の音響的構造にまつわる諸特徴の分析に関する再検討を試みることを目指していた。 
また、音声情報処理技術を応用した認識実験の分析によって得られた知見も融合して、従来の
音節の記述の枠組みに転換をもたらすと共に、音節構造の分析に新しい視点を導入することを
目指した。さらに、その成果を応用することによって、声調言語の習得や、調音や知覚に困難を
感じる音節の習得に側面から支援を試みることも副次的な目的としていた。 
 
３．研究の方法 
(1)  音声収録と音声データベース化：母語話者音声や学習者音声の音声収集・収録を進める。
喉頭の制御や口唇の動きなど視認可能な調音器官の動態変化を観察するために、一部は音声だ
けではなく、映像データも収録する予定である。また、分析対象の音声データを整理、編集し、
データベース化をはかる。 
 
(2)  知覚実験：狭義の声調言語の話者、日本語母語話者（ピッチ・アクセント）などの広義の
声調言語の話者だけではなく、非声調言語の母語話者も対象にして知覚実験を行う。中国語話者
によるタイ語声調の知覚実験など、通言語的/言語横断的（cross lingual）な知覚実験を行う。
声調の知覚実験だけではなく、音節頭位の有気音・無気音の知覚実験や音節末尾の子音など音節
の構造や体系に関連した知覚実験も行う。 
 
(3)  基本周波数(F0）・音長・音量の分析：知覚実験の結果を参照しながら、基本周波数(F0、ピ
ッチ)や音長（duration）・音量（強さ、intensity）の分析を施し、動態変化や相互作用、代償
作用、階層性（hierarchy）などの検討を行う。基本周波数の倍音の構造にも注目する。 
 
(4)  フォルマント分析：フォルマントのピーク抽出に適した LPC 分析（線形予測分析）等を用
いてフォルマント構造の検討を行う。通常は、調音音声学との関連から、開口度（舌の高低位置）
と相関の高い第 1 フォルマントや舌の最高点の前後位置と相関の高い第 2 フォルマントと第 1
フォルマントの差分に注目する。 
 
(5)  attribute の概念の検討：近年、音声情報処理の分野では、言語学の弁別素性の概念に近
似した"attribute”の概念が、導入されている。ディープ・ニュートラルネットを用いた研究で
は、attribute の数と種類の選択によって、音声認識の結果が大きく左右されており、この
attribute の数や種類の組み合わせを精査し、認識結果がどのような影響を受けるのかを分析し
て、弁別素性の概念に写像して、弁別素性や音節構造の再検討を試みる。また、音声学や言語学、
言語教育等の関連文献の収集・検討も行う。 
 
４．研究成果 
(1) 中国語やタイ語などのいわゆる声調言語の音節構造に関して、音響音声学的分析を施すと
ともに、知覚実験を行い、これらのアプローチを通じて、声調言語の音節構造の音響的特徴につ
いて再検討を試みた。知覚実験に関しては、日本語母語話者だけではなく、声調言語を母語とす
る諸言語（諸方言）の話者も対象にして、実験結果の分析に基づいて、声調の弁別に関する検討
を試みた。声調は音節によって定まっているとされており、声の高さの高低や高さの変化によっ
て語彙的な意味や文法的な意味を弁別する働きを担っている。世界には様々な声調言語が在存
しているが、音節内での声の高さの変化を伴い、語彙的な意味の弁別を有する声調言語は中国や
東南アジア諸国に多く見られ、本研究でもこの地域の諸言語の話者を対象に研究を進めた。 



 
(2) 母語話者音声の収集・収録や学習者音声の音声収集・収録を進めることができた。収録した
音声データを整理、編集し、データベース化をはかるとともに知覚実験の刺激音として有効に活
用することができた。 
 
(3) 知覚実験に関しては、日本語母語話者（ピッチ・アクセント）などの広義の声調言語の話者
だけではなく、非声調言語の母語話者も対象にして知覚実験を行った。中国語話者によるタイ語
声調の知覚実験など、通言語的/言語横断的（cross lingual）な知覚実験を行った。声調の知覚
実験だけではなく、音節頭位の閉鎖音の知覚実験や音節末尾の子音など音節の構造や体系に関
連した知覚実験も行った。 
 
(4) 知覚実験の被験者（実験参加者）は、日本語母語話者の場合はいわゆる無アクセントの方言
話者も対象に含めた。声調の数や種類が異なる声調言語の話者としては、7種類前後の声調を区
別する中国語南部方言話者、6種類の声調を区別するベトナム語北部方言話者、5種類の声調を
区別するタイ語話者、4種類の声調を区別する中国語北部方言話者を被験者（実験参加者）とし
た。実験対象としては、タイ語の 5種類の声調を取り上げ、聴き取り実験を試みた。日本語は狭
義の声調言語には含まれないが、声の高さの変化が意味の区別に関与するいわゆるピッチアク
セントの言語であるが、前述のように無アクセント地域の方言話者も比較のために参加しても
らった。 
 
(5) 聴き取り実験を行い、声調の識別の難易度について分析した結果、全体的な正答率はタイ語
話者＞中国北部方言話者＞ベトナム北部方言話者＞中国南部方言話者＞日本語母語話者＞日本
語無アクセント地域の話者（容易→困難）となり、日本語母語話者の正答率が低い傾向にあるこ
とが示されたが、タイ語話者が他言語の話者よりも識別率が高い点と日本語無アクセント地域
話者の識別率が低い点を除いて、統計的には有意な差が認められなかった。 
 
(6) 実験前に難易度順位を、声調の種類を多く持つ言語の話者は他言語の声調の識別も優位に
なると予測していたが、中国北部方言話者と中国南部方言話者、またはベトナム北部方言話者の
間では予測した難易度順位（中国南部方言話者＞ベトナム北部方言話者＞中国北部方言話者＞
日本語母語話者）とは異なった様相を示した。また、誤り傾向に関しては話者の出身地にかかわ
らず、第 1声調と第 2声調の混同、第 4声調と第 5声調の混同が顕著であった。この点に関する
分析結果を検討した結果、タイ語声調のピッチ曲線の動的変化が明確ではないことが知覚に大
きな影響を与えることが示唆された。そこで、知覚実験の結果を精査検討し、知覚テストに用い
たソフトウェアを改善するとともに、被験者の出身地や方言等についても再検討を施した。従来
の５度調値法による記述の枠組みは中国語の声調の記述には有効であるが、タイ語の声調の記
述には問題を含んでおり、見直しが必要であることが示唆された。 
 
(7) 声調言語である中国語の方言である呉語の上海語（上海方言）の「軽声」についても研究を
進めた。上海語話者の若い世代は、小学校入学以降中国語の標準語とされる普通話での教育を受
けるため、上海語話者が減少していく傾向にある。二音節語を対象にした音声実験を通じ、上海
語の「軽声」の持続時間と音高の特徴を抽出した。上海語の軽声を認めない立場もあるが、先行
研究と実験の結果を踏まえ、持続時間と音高の特徴から、上海語の声調の変調を軽声として認め
る立場を支持する見解が得られた。 
 
(8) 中国語の標準語とされる普通話においては、語頭の音節の閉鎖音は無声音に限られるが、南
部方言の呉語には語頭の音節頭の閉鎖音に有声性という特徴も見られることが指摘されている。
この有声性は日本語の有声性とは異なるとされている。呉語では、語頭の有声子音は無声音化し
ており、後続母音は息漏れの母音になるとされており、この語頭の音声現象に関する研究を進め
た。この種の有声性は呉語の音声面での代表的な特徴であるとされている。本研究では、従来の
研究を踏まえた上で、世代間及び地域的な側面から再検討を試みた。収録した音声の分析から、
この種の有声音に後続する母音の基本周波数は、無清音に後続する母音の基本周波数よりも低
いことが確認された。また、この種の音声現象は若い世代になるほど減少してきている状況を確
認することができた。 
 
(9)  声調言語の音節構造上、音節末尾に生起する鼻音の知覚・弁別の識別率を向上させる手法
に関する検討も進めた。日本語を母語とする中国語学習者を対象として、中国語の標準語とされ
る普通話の音節末鼻音の知覚、識別の向上を目指した。日本語は促音や撥音は別として、音節構
造は基本的には母音で終わる開音節言語である。一方、東アジアや東南アジアの声調言語の多く
は音節末尾にも子音が生起する閉音節言語を持つ。中国語の標準語とされる普通話の場合、音節
末尾には鼻音の“-n”と“-ng”が生じるが、日本語を母語とする学習者にとっては、両者の知
覚・弁別が非常に困難であることが指摘されている。知覚実験の結果を検討すると、一律に両者
の弁別が苦手であるわけではなく、当該音節の声調の種類、音節核の母音の種類、話者の影響を
大きく受けるとともに、“-n”タイプを苦手とする場合と“-ng”タイプを苦手とする場合などが



あることが示唆された。そこで、一律に習得訓練するのではなく、学習者が苦手とする項目だけ
を予備実験の結果から抽出し、集中的に訓練する手法を提案した。この訓練手法を用いることに
よって、中国語の普通話の音節末鼻音の知覚・識別率が向上するという研究成果が得られた。 
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